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はじめに 

 

経済産業省では、平成１８年４月から、光化学オキシダント及び浮遊粒子状物質の生成原

因である揮発性有機化合物（以下「ＶＯＣ」という。）の排出を抑制するため、大気汚染防

止法（昭和４３年法律第９７号）による排出規制及び事業者の自主的取組を組み合わせた対

策を推進している。 

こうした対策の結果、我が国全体のＶＯＣ排出量は年々減少し、全国の固定発生源（工場

等）からの平成２９年度のＶＯＣ排出量は、平成１２年度比で５３％削減され、削減目標で

ある３割を達成し、中でも自主行動計画を策定して自主的取組を実施した産業界の削減率

は５８％に達した。今後も、大気環境の維持の観点から、ＶＯＣ排出抑制に係る事業者の自

主的取組を更に拡充させることが必要である。 

しかし、特に中小企業等については、ＶＯＣ対策にかかる負担感が大きく、自主的取組を

行っていない事業者が多く存在する。昨年度実施したセミナー時のアンケート調査による

と、自主的取組を実施できない理由として、資金・組織体制の不足の他、「実施可能な対策

技術と経済性が両立しない」「対策技術やその効果・コストに関する情報が不足」「自社に適

した対策技術が分からない」といった意見が多く挙げられた。また、大気汚染防止法に基づ

く自主的取組自体を知らない中小企業等も未だ存在するとみられる。 

こうした状況を踏まえ、本事業では、中小企業等によるＶＯＣ排出抑制のための自主的取

組を推進することを目的に、中小企業者が不足していると感じている対策技術やその効果・

コストに関する情報及び中小企業者にも取り組みやすい改善方法等を具体的に紹介すると

共に、これまで自主的取組に参加していない中小企業 等の参加を広く促し、ＶＯＣ排出抑

制の社会的意義や企業側のメリット（作業環境の改善やコスト削減等）等を幅広く周知する

ことで、ＶＯＣ排出抑制に係る事業者の自主的取組の更なる拡充を図る。 

ＶＯＣ抑制セミナーの開催にあたっては、ＶＯＣ排出抑制に留まらず、環境負荷低減に対

する企業の先進事例や産業公害防止に資する法令等産業公害防止対策に総合的に寄与する

内容とすることで、より集客を高め製造業の環境負荷低減への取組についての意識向上を

図り、更なる環境負荷低減を促進する。 

本報告書が、広く中小企業の製造現場におけるＶＯＣ排出抑制のための自主的取組の推

進、環境課題の解決に役立つものとなれば幸甚に存じます。 

 

令和６年３月 

 

関東経済産業局資源エネルギー環境部環境・資源循環経済課  
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第１章 環境負荷低減関連支援セミナー（ＶＯＣ排出抑制セミナー）の実施概要 

  

以下に、VOC 排出抑制セミナーの概要と実施結果をとりまとめた。 

１．セミナー開催内容 

（１）セミナーの実施概要 

① 名 称：「中小企業のための VOC 排出抑制セミナー」 

     ～低コストで簡単な VOC 対策方法等を学ぼう！～ 

② 対象者：ＶＯＣの取扱工程を有し、自主的取組に参加していない業界団体、会員事業 

     者、およびＶＯＣ排出抑制対策を実施していない事業者等 

③開催概要：東京都、新潟県ともに会議形式によるセミナーとする。各講師の概要は以下 

     の通り。 

 

（２）挨拶、講演内容および講演者 

・各会場の講演タイ トルおよび講演者は下記のとおり。  

① 東京会場 

次 第 講演タイトル/講演者 

開会挨拶 
経済産業省 関東経済産業局 一般社団法人日本印刷産業連合会 

現状報告

講演① 

「VOC排出抑制に向けた印刷業界の取組み」 

一般社団法人日本印刷産業連合会 環境マネジメント部会  

部会長 菅藤 純平氏 

基調 

講演② 

「印刷インキにおける低 VOC化およびノン VOC化の動向」 

印刷インキ工業会 環境専門委員会  

委員長 (サカタインクス株式会社) 山内 雅文氏 

講演③ 

「東京都の VOC 排出抑制の取組み」 

東京都 環境局 環境改善部 化学物質対策課  

揮発性有機化合物対策担当 丸島 亮太氏 

講演④ 

「印刷工場における SDGs／ESG への実践的対応」 

一般社団法人エコステージ協会 全国理事 

三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社 コンサルティング事業本部

サステナビリティ戦略部 深山 雄一郎氏 

 ① 東京会場 ② 新潟会場 

開催日時 

視聴期間 

2023年 11月 16日(木) 

13:30～16：30（受付 13:00～） 

2024年 1月 16 日(火） 

13:30～16：40（受付 13:00～） 

主   催 経済産業省関東経済産業局 

共   催 
一般社団法人 

日本印刷産業連合会 

新潟県、燕市 

燕商工会議所 

募集定員 募集定員 100名 募集定員 100 名 
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② 新潟会場 

次 第 講演タイトル/講演者 

開会挨拶 
経済産業省 関東経済産業局 

 

現状報告 
「新潟県における大気汚染の現状と課題」 

新潟県 環境対策課 大気環境係 荒川 真二氏 

現状報告 

「VOC 排出抑制における法的規制と最近の動向」 

経済産業省 産業技術環境局 資源循環経済課 環境管理推進室  

室長補佐 大神 広記氏 

基調講演 
「中堅・中小企業の VOC対策と環境評価」 

新潟大学名誉教授、化学工学会フェロー JABEEフェロー 山際 和明氏 

講演① 

「有機溶剤取扱い職場の健康障害防止対策」 

中央労働災害防止協会 労働衛生調査分析センター 

衛生管理士 山室 堅治氏 

講演② 
「工業塗装における VOC排出削減及びリスクアセスメントへの対応」 

  久保井塗装株式会社 代表取締役 窪井 要氏 

講演③ 

「中小企業が取り組む SDGs」 

一般社団法人エコステージ協会 全国理事 

三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社 

コンサルティング事業本部 深山 雄一郎氏 

 

（３）周知方法 

①関東経済産業局のホームページへの掲載及びメールマガジンの配信を行った。 

②会場ごとに共催の一般社団法人日本印刷産業連合会、新潟県、燕市、燕商工会議所を通

じ、関係企業等への周知、及び自主的取組に参加していない業界団体や今までＶＯＣ排

出抑制対策を実施していない業界団体へも周知を実施した。 

③事務局である(一社)エコステージ協会のホームページへの掲載及びメール配信を行っ

た。 
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（４）セミナー開催チラシの作成 

① 東京会場チラシ (表)  
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東京会場チラシ（裏） 
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② 新潟会場チラシ (表) 
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新潟会場チラシ (裏) 
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２．アンケート調査 

東京会場、新潟会場でセミナー参加者に対してアンケート調査を実施した。 

なお、(３) アンケート調査結果の図表表題にある SA、MA は、それぞれ単数回答、複数回

答を示す。 

 

（１）アンケート調査概要【東京会場】   

■ 調査項目：「参考資料」の「令和 5 年度 VOC 排出抑制セミナー」東京会場アンケート参照  

■ 調査方法：会場：調査表配付、記入式、Website：Website でのアンケート  

■ 調査対象：セミナー出席者・視聴者 

■ 実 施 日：2023 年 11 月 16 日(木) 

■ 参加・視聴数：64 名 

■ 回 収 数：41（有効件数：41 件） 

■ 参加・視聴人数に対する有効票回収率：64.1％ 

 

（２）アンケート調査概要【新潟会場】   

■ 調査項目：「参考資料」の「令和 5 年度 VOC 排出抑制セミナー」 新潟会場アンケート参照  

■ 調査方法：会場：調査表配付、記入式、Website：Website でのアンケート 

■ 調査対象：セミナー出席者・視聴者  

■ 実 施 日：2024 年 1 月 16 日(火)  

■ 参加・視聴数：29 名 

■ 回 収 数：7 件（有効件数：7 件） 

■ 参加・視聴人数に対する有効票回収率：24.1％ 
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（３）アンケート調査結果【東京会場】                          

① 回答者の業種（問１） 

本セミナーは、一般社団法人日本印刷産業連合会との共催であることもあり、「印刷業」

の参加が 38 名(92.7%)を占めた。 

 

回答者の業種(SA) 

 

② 来場者が所属する事業者概要（問１） 

事業者の概要としては、従業員301名以上の企業に所属する回答者の出席が 15名(36.6%)

と最多であった。続いて 101～200 名の企業に所属する回答者が 8 名(19.5％)であった。 

また資本金規模においては、5 千万円以下の企業在籍者が 16 名(39.0％)を占め、続いて 3

億円以上の企業在籍者が 12 名（29.3％）であった。 

 

従業員数(SA) 

 

 

資本金規模(SA) 
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③ 担当業務および所属する事業者が加盟している業界団体（問１） 

担当業務は、「経営者・役員」と回答した者が 11 名(26.8%)と最も多く、「環境部門」「製

造部門」が 10 名(24.4%)で続いた。 

また、事業者が加盟する団体を複数回答で尋ねたところ、回答する者の中では主催者との

関係から「業界団体」が 27 名(65.9%)で最多であった。 

 

担当業務(SA) 

 

加盟している業界団体等（MA） 
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④ セミナーを知ったルートおよび媒体（問２） 

「業界・所属団体」のメールからセミナーを知った回答者が最も多く 21 名(51.2%)であ

った。次に「その他業界・所属団体からの案内」であった。  

  

セミナーを知った機関(SA) 

 

 

⑤ 講演内容の有益度（問３） 

「印刷業界の VOC 排出抑制について」「印刷インキにおける低 VOC 化およびノン VOC

化の動向」「東京都の VOC 排出抑制の取組み」「印刷工場における SDGs/ESG への実践的

対応」のすべての講演で「大変参考になった」「参考になった」を合わせた割合は、ほぼ９

割を占め、講演内容は有益な情報と認識された。 

 

                講演内容の有益度(SA) 

講演内容 大変参考

になった 

参考にな

った 

参考になら

なかった 

無回答 

印刷業界の VOC 排出抑制について 17(41.5%) 21(51.2%) 3(7.3%) － 

印刷インキにおける低 VOC 化およびノン

VOC 化の動向 

17(41.5%) 22(53.7%) 2(4.9%) － 

東京都の VOC 排出抑制の取組み 16(39.0%) 16(39.0%) 3(7.3%) 6(14.6%) 

印刷工場における SDGs/ESG への実践的対

応 

15(36.6%) 14(34.1%) 4(9.8%) 8(19.5%) 
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⑥ 講演のわかりやすさ（問４） 

すべての講演で 9 割の回答者が「よく理解できた」「理解できた」との評価であったが、

「印刷業界の VOC 排出抑制について」「印刷工場における SDGs/ESG への実践的対応」は

「難しかった」という回答も 4 名いた。 

 

講演内容の理解度(SA) 

講演内容 よく理解

できた 

理解でき

た 

難しかっ

た 

無回答 

印刷業界の VOC 排出抑制について 16(39.0%) 21(51.2%) 4(9.8%) － 

印刷インキにおける低 VOC 化およびノン VOC

化の動向 
19(46.3%) 20(48.8%) 2(4.9%) － 

東京都の VOC 排出抑制の取組み 17(41.5%) 18(43.9%) 1(2.4%) 5(12.2%) 

印刷工場における SDGs/ESG への実践的対応 14(34.1%) 18(43.9%) 4(9.8%) 5(12.2%) 

 

⑦ 自主的取組の障害（問５） 

自主取組の障害になっていることを複数回答で聞いたところ、「対策技術や技術の効果、

対策コストに関する情報が不足している」を自主規制の障害とする回答が 8名で最も多い。

続いて「既に十分な排出抑制･管理を行っており、今後上乗せして削減を図れる余地がない」

が 7名、「自社に適した対策技術がわからない」「実施可能な対策技術と経済性が両立しな

い」が 6名となっている。 

 

自主的取組の障害(MA) 

自主的取組の障害項目 回答数 

１ 取組方法がわからない 0 

２ 対策技術や技術の効果、対策コストに関する情報が不足している 8 

３ 自社に適した対策技術がわからない 6 

４ 対策技術に関する適当な相談先が見当たらない 2 

５ 自社の組織体制が十分でない 5 

６ 実施可能な対策技術と経済性が両立しない 6 

７ 対策を講じる資金が十分でない 3 

８ 発注者の仕様により、対策が取れない（例：原料の指定、設備貸与など） 3 

９ 既に十分な排出抑制･管理を行っており、今後上乗せして削減を図れる余地がない 7 

１０ 法規制ではないので、参加する必要が無いと考えている 0 

１１ その他 5 
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⑧ 自主的取組の障害（問５） 

「所属する業界団体を通じて自主行動計画に参加している」と回答した人は 18 名(43.9%)、「これ

から自主的取組に参加を検討する」と回答した人は 9 名(22.0％)であった。 

 

自主的取組への参加状況(SA) 

 

 

⑨ Q6 で 1 または 2、及び 3 を選択された方のそれぞれの取組内容、取組検討内容 

現時点で取り組んでいる内容としては「低 VOC 原材料(商品)への代替･転換」が最も多く、「作

業方法の改善」、「設備(工程)の改善」、「VOC の発注抑制に効果のある操作条件の検討」と続い

た。「その他」は、「局所排気装置との連動」であった 

今後、取組を検討する企業では、「低 VOC 原材料(商品)への代替･転換」が最も多く、「設備(工

程)の改善」が次に多かった。 

 

Ｑ6 で１または 2を選択した方の 

現在の取組内容（n=18） 

 

Ｑ6で 3を選択した方の 

今後検討する取組内容（n=9） 
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⑩ Q6 で 1 または 2、及び 3 を選択された方のそれぞれの取組内容、取組検討内容 

VOC 排出削減対策を進める上で必要と考える情報は、「代替･転換する低 VOC 原材料(商

品)に関する情報」19 名(46.3%)で最も多く、「他社の取組事例」が 16 名(39.0%)、「環境技

術に関する情報」が 15 名(36.6%)で続いている。 

 

VOC 排出削減対策を進める上で、必要な情報(SA) 

 

 

⑪ 本セミナーについての感想、意見 （問１０） 

アンケート記載のご意見は、以下のとおり。 

 

感想、意見内容（問１０ 自由記入より） 

コメント 内 容 

全体への

コメント 

・SDGs など日頃悩んでいた事項についての考え方がよく分かり、今後の活

動に役立てたいと思います。ありがとうございました。 

・東京都環境局丸島氏のセミナーは非常に参考になった。VOC対策アドバイ

ザーを頼もうと思います。深山氏 VOC関係なくなったが非常に良い話でし

た。インキに関しては既に使っているので参考にならない。 

・本日はどうもありがとうございました。大変参考になりました。 

・今後の改善や発想によって新たな未来を創ることについて、もっと良く考

えていきたいと思いました。環境を考え持続可能な社会にしていきたいと

思います。 

・久しぶりのライブセミナーは良かった。セミナーの内容も中身も濃くて良

かったです‼勉強になりました。 

・開会挨拶は 10 分で予定されていたが、経産省の方がこの時間を全く考慮

しない長い挨拶をされたためあとの予定が全て後ろにズレた。ハナから時

間配分を考えていないか、時間設定が間違っているかのどちらかである。

1 講座 30 分という緊張感のある講演なので、各々の講師は時間内に納め

（複数選択可）

１ 他社の取組事例 16 39.0% 16

２ 環境技術に関する情報 15 36.6% 15

３ VOC排出量の把握方法 14 34.1% 14

４ 代替･転換する低VOC原材料(商品)に関する情報 19 46.3% 19

５ 法規制に関する情報 11 26.8% 11

６ 自主的取組の具体的方法 13 31.7% 13

７ 融資･助成制度等の支援策に関する情報 4 9.8% 4

８ その他 2 4.9% 2
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る組立をされているはずである。それを考慮しなかった長い挨拶はいかが

なものか。時間内にきっちり収めるのも技術である。その意味で最後の講

演は秀逸であった。 

・VOCゼロ化は、インキと印刷機の革新に依存する。印刷業界、インキ業界、

印刷機業界での取り組み、及び開発の為の投資(金融機関、行政)を進めて

いただきたい。 

・室温が高すぎます。 

・VOC 削減について取り上げる取材のため、問 6～9 は未回答とさせていた

だきます。 
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（４）アンケート調査結果【新潟会場】                          

① 回答者の業種（問１） 

アンケートの回答者としては、回答件数が 7 名で、業種も多岐にわたるものだった。 

 

回答者の業種(SA) 

 

 

② 来場者が所属する事業者概要（問１） 

従業員 5 名以下の企業に所属する回答者が 3 名(42.9%)と最多であった。資本金規模にお

いては、5 千万円以下の企業在籍者が 4 名(57.1％)、5 千万円超～1 億円超の企業在籍者が 2

名(28.6％)であった。 

従業員数(SA) 

 

資本金規模(SA) 

 

 

③ 来場者の担当業務および所属する事業者が加盟している業界団体（問１） 

担当業務は、「「経営者・役員」と回答する者が 3 名(42.9%)で最多であった。また、事業

者が加盟する団体を複数回答で尋ねたところ、回答する者の中では「商工会議所」「業界団

体」がそれぞれ 2 名であった。 
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担当業務(SA) 

 
 

加盟している業界団体等(MA) 

 

 

④ セミナーを知ったルートおよび媒体（問２） 

「関東経済産業局からのメール」「関東経済産業省のホームページ」でセミナーを知った

回答者が２名ずつであった。 

セミナーを知った機関(SA) 
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⑤ 講演内容の有益度（問３） 

すべての講演で「大変参考になった」「参考になった」を合わせた割合は、ほぼ 100%で

あり、講演内容は有益な情報と認識された。 

 

                講演内容の有益度(SA) 

講演内容 大変参考になった 参考になった 参考にならなかった 

「新潟県における大気環境の現状と課

題」 
3(42.9%) 3(42.9%) 1(14.3%) 

「VOC 排出抑制対策の動向」 4(57.1%) 3(42.9%) 0(0%) 

基調講演「中堅・中小企業の VOC 対策

と環境評価」 
3(42.9%) 4(57.1%) 0(0%) 

「有機溶剤取扱い職場の健康障害防止

対策」 
4(57.1%) 3(42.9%) 0(0%) 

「工業塗装における VOC 排出削減及び

リスクアセスメントへの対応 CN/CE

への自主的アクション！！」 

4(57.1%) 3(42.9%) 0(0%) 

「中小企業における SDGs／ESG への

実践的対応」 
4(57.1%) 3(42.9%) 0(0%) 

 

⑥ 講演のわかりやすさ（問４） 

すべての講演で「よく理解できた」「理解できた」を合わせた割合はほぼ 100%であり、

わかりやすいとの評価であった。 

 

講演内容の理解度(SA) 

講演内容 よく理解できた 理解できた 難しかった 

「新潟県における大気環境の現状と課

題」 
4(57.1%) 3(42.9%) 0(0%) 

「VOC 排出抑制対策の動向」 5(71.4%) 2(28.6%) 0(0%) 

基調講演「中堅・中小企業の VOC 対策

と環境評価」 
4(57.1%) 3(42.9%) 0(0%) 

「有機溶剤取扱い職場の健康障害防止

対策」 
4(57.1%) 2（28.6%) 1(14.3%) 

「工業塗装における VOC 排出削減及び

リスクアセスメントへの対応 CN/CE

への自主的アクション！！」 

6(85.7%) 1(14.3%) 0(0%) 

「中小企業における SDGs／ESG への

実践的対応」 
4(57.1%) 2（28.6%) 1(14.3%) 
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⑦ 自主的取組の障害（問５） 

自主取組の障害になっていることを複数回答で尋ねたところ、「対策を講じる資金が十分

でない」が 2名で最も多い。「その他」は「VOCの取り扱いがない」であった。 

 

自主的取組の障害(MA) 

１ 取組方法がわからない 1 

２ 対策技術や技術の効果、対策コストに関する情報が不足している 1 

３ 自社に適した対策技術がわからない 0 

４ 対策技術に関する適当な相談先が見当たらない 0 

５ 自社の組織体制が十分でない 1 

６ 実施可能な対策技術と経済性が両立しない 1 

７ 対策を講じる資金が十分でない 2 

８ 発注者の仕様により、対策が取れない（例：原料の指定、設備貸与など） 0 

９ 既に十分な排出抑制･管理を行っており、今後上乗せして削減を図れる余地がない 0 

１０ 法規制ではないので、参加する必要が無いと考えている 0 

１１ その他 2 

 

⑧ 自主的取組への参加（問６） 

「これから自主的取組へ参加を検討する」が 3 名であった。 

 

自主的取組への参加状況(SA) 
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⑨ 今後 VOC 排出削減対策を進める上で、必要と考える情報は何か。（問９） 

VOC 排出削減対策を進める上で必要と考える情報を複数回答で尋ねたところ、「他社の

取組事例」が 7 名、「自主的取組の具体的方法」「融資･助成制度等の支援策に関する情報」

が 5 名など事例や制度に関する情報が必要と考えている。 

 

 

VOC 排出削減対策を進める上で、必要な情報(MA) 

 

 

 

⑩ 本セミナーについての感想、意見 （問１０） 

アンケート記載のご意見は、以下のとおりである。 

 

感想、意見内容（問１０ 自由記入より） 

コメント 内 容 

全体への

コメント 

「中小企業における SDGs/ESG への実践的対応」について、時間が短すぎま

す。もっとききたかったです。 
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第２章 VOC セミナー実施に関わる今後の政策提言 

 

１．アンケート結果から見られる VOC セミナーの成果と課題 

（１）VOC セミナー東京会場における成果と課題 

東京会場は、一般社団法人日本印刷産業連合会との共催であったこともあり、参加・視

聴数は、63 名と多かった。 

演題については、前半２題「印刷業界の VOC 排出抑制について「印刷インキにおける

低 VOC 化およびノン VOC 化の動向」という印刷業界のテーマについては、「参考になっ

た」という内容への評価（有益度）も高かった。また、理解度も高かった。 

なお、自主的取組に関する障害としては、「対策技術や技術の効果、対策コストに関す

る情報が不足している」という意見が最も多く、「実施可能な対策技術と経済性が両立し

ない」「自社の組織体制が十分でない」という意見が続いた。一方で、「既に十分な排出抑

制･管理を行っており、今後上乗せして削減を図れる余地がない」としている意見も多か

った。また、自主的取組への参加済とした人も多かった。 

これらのことから、既に排出抑制・管理を十分行っている企業においては、上乗せして

削減する余地がない、あるいは、一層の削減には、経済的な負担が大きくなり、自社の経

営状況を考慮した、これ以上の取組が難しいことを示唆している。 

このことから、事業規模等、個社の事情は異なるもの、対策技術やその効果、対策コス

トに関する情報を提供する施策は、引き続き推進していくものの、ある程度、現在の経営

状況を踏まえて、取り組むべき対策は取っていると推察出来る。 

また、VOC 排出削減対策を進める上で、必要な情報では、他社事例、環境技術、代替・

転換する低 VOC 原材料の情報、VOC 排出量把握方法、自主的取組の具体的方法等、取組

に参考となる技術的情報、原材料、具体的な取組事例等の情報が求められている。 

このことから、今後の施策としては、個社の対策状況を見ながら、不足していると思わ

れる対策技術のコスト対効果を、対策メーカーに寄らず、なるべく公正公平な視点で情報

提供できるような取組を検討していくことが必要のように思われる。 

 

（２）VOC セミナー新潟会場における成果と課題 

新潟会場では、東京会場と異なり、2019 年度から毎年開催していることもあり、当事者

である地元企業の参加がなく、地元企業への普及啓発という目的には至らなかった。 

しかしながら、新潟県の報告からもわかるように、自主的取組が十分に効果を上げてい

るとも言えず、今後の普及啓発をどのように進めて行くか、課題が残った。 

当該地域が、長く行ってきた地場を支える産業という特殊な事情を考慮しても、工場の

現場労働者の労働安全衛生の観点はもちろんのこと、第 1 種有機溶剤の大気中の濃度が上

がり、地域住民の健康への影響を考えると、適切な対策を普段なく取り組んで行くことが

重要である。 

 その点で、地元自治体を含めた、事業者団体の現場の実態を改めて調査するとともに、

必要に応じて、現場労働者の健康状態を把握、分析することで、その状況を自ら認識して

もらうことが重要である。 

それらの結果から事業者自らに認識してもらい、国や県からの支援も得ながら対応策を
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検討していく事が、現場作業者の健康を守る上で重要なことと考える。 

地域の地場産業を継続していくには、若者の雇用が重要である。若者が安心して働ける

作業環境に改善していくことにより、この地域の企業の事業継続、そして、地場の産業を

継続していくことに寄与していきたい。 

 

２．調達元企業、地元の自治体、金融機関等との連携により中小企業の利益に繋がる取組 

前述のように、東京会場の事業者は、既にある程度の自主的取組へ参加している企業、

一方、新潟会場の事業者は、関心が薄れてしまった企業が多く、この視点で大きく異なる

といえる。ただ、どちらの事業者も、自分の力だけで取り組むことは、費用的な観点から

難しい。そこで、調達元企業、地元自治体、金融機関等との連携により、対策費用を捻出

できるようなスキームを考えることが必要である。 

環境負荷低減が進まない要因として、利益に繋がらない、コストが発生する点がある。 

しかし環境改善に関する取組は、事業者の利益云々につながる様な話ではなく、労働安全

衛生に直結する事業者が行う責務といえる。 

また、環境負荷低減活動に取り組むことは、企業や製品のブランド価値を向上させ、企業

や地域がこうしたストーリーを発信することで、製品や企業の PR、当該地域への海外から

の関心を引き込むことにつながる可能性もある。 
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参考資料１：アンケート調査票（東京会場） 

参考資料２：アンケート調査票（新潟会場）  
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参考資料１：アンケート調査票（東京会場）表面 
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アンケート調査票（東京会場）裏面 

 

  



29 

 

参考資料２：アンケート調査票（新潟会場）表面 
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アンケート調査票（新潟会場）裏面 

 

 


